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第四期特定健康診査等実施計画
名古屋薬業健康保険組合



　特定健康診査等実施計画　(令和6年度〜令和11年度)
背景・現状・基本的な考え方　【第3期データヘルス計画書　STEP2から自動反映】
No.1 ・被扶養者の健診受診率が45.6％と低く、全体でも目標値である85

％に対し2.6ポイント足りていない
・健診受診率は過去5年で伸びてきているが、課題は被扶養者であり
、受診率上昇に向けた対策の強化が必要
・被扶養者では50代の健診受診率が他の年代よりも低くなっている
・被扶養者において3年連続健診未受診者が714人おり、リスク状況
が未把握の状態が続いている
・「浮動層群」に該当している人には、毎年の健診受診を促す必要
がある
・未受診者の中には普段から医療機関に受診している人も多く存在
しているため、個別の状況に合わせた介入が必要

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨

No.2 ・被保険者の健康状況では、他健保よりも全ての項目が良好である
・被保険者の生活習慣では、喫煙、食事が良好であるが、運動、睡
眠の改善が望まれる
・運動習慣は被保険者、被扶養者ともに他健保よりも良好者割合が
少なく、とりわけ、男性被保険者の50代が他健保よりも好ましくな
い状況である
・女性被保険者、被扶養者の歩行速度は、他健保よりも好ましくな
い状況である
・被保険者、被扶養者ともに睡眠習慣は他健保に比べて好ましくな
い状況であり、被保険者では男女ともに20年度以降に良好者割合が
減少している
・生活習慣改善意欲の問診で「意志なし」と回答している人の割合
が他健保よりも高い
・被扶養者の生活習慣も被保険者と同じく、運動、睡眠に課題があ
る

 ・ICTを活用した健康イベント等を展開し、運動習慣や改善意思を高める

No.3 ・「流入」群においては「悪化・新40歳・新加入」のカテゴリーが
あり、それぞれの特性に合わせた対策の検討が必要である
・保健指導対象者の中には生活習慣病での処方実績がある者が存在
し、適切な回答次第で対象者割合の減少に繋がる可能性がある
・特定保健指導対象者の中には、ハイリスクのため治療を優先すべ
き者が存在し、個別の状況に沿ったアプローチが必要
・若年層においてリスク該当者割合が一定数存在しており、特定保
健指導への流入対策が必要である
・男性被保険者の30代後半において、リスク該当者割合が5年間を通
して常に約20％となっている

 ・会社と協働で生活改善の重要性・必要性の認知度を高める
・若年者や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う

No.4 ・他健保と比較して男性被保険者では50代前半、60代前半の構成割
合が高い
・生活習慣病の治療放置群割合は改善傾向であるが、22年度におい
ては390人の医療機関受診が推奨される

 ・生活習慣病ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受診を促し
、疾病の重症化を防ぐ

No.5 ・人工透析導入により一人当たり医療費が最も高額となる腎不全の
患者が明確に増加しており、重症化となる前の段階で留めることが
強く求められる
・2年連続高度リスクに該当している21人のうち、6人が医療機関未
受診の状況となっている
・2型糖尿病治療中患者の血糖アンコントロール者の内、まだ打ち手
が可能と思われる糖尿病のみの群および、腎機能低下疑いの群につ
いては個別の介入が必要
・人工透析導入の防止に向け、病期進行の食い止めに向けた対策の
強化が必要

 ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受診を促し、疾病
の重症化を防ぐ

No.6 ・21年度禁煙外来を6人が受診しており、うち2人が22年度に非喫煙
者となっている  ・喫煙習慣のある人への禁煙促進

No.7 ・被保険者における非喫煙者の割合は75.8％と他健保の72.8を上回
っている
・男性被保険者の非喫煙者割合は年々増えている

 ・喫煙習慣のある人への禁煙促進

No.8 ・歯科医療費は18年度と22年度の比較で43百万円増えている
・21年度から22年度にかけては、50代・60代の歯科医療費が増えて
いる
・女性被保険者では、他健保よりも全体的に歯科受療率が高く、メ
ンテナンスでの受診が多いことも想定される

 ・歯科に関するアンケートや独自の問診を行い、リスク状態の把握および自覚を促す
・有所見者に対し歯科受診勧奨を行う

No.9 ・他健保よりも歯科受診割合は高いが、加入者のうち約半数が1年間
に一度も歯科受診をしていない状況
・22年度歯科未受診者のうち、3年連続未受診者は58.7％であり、歯
科受診勧奨の対策が求められる
・年齢階層別では年代が上がるごとに歯科受診率が高くなっている
・被保険者は被扶養者に比べ歯科受診率が低い
・う蝕又は歯周病において治療中の者の内、一定数が重度疾患にて
受診している
・メンテナンスを含めた歯科受診率が他健保よりも高いことで、重
症化率が低くなっている可能性がある

 ・歯科に関するアンケートや独自の問診を行い、リスク状態の把握および自覚を促す
・有所見者に対し歯科受診勧奨を行う
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No.10 ・5大がんの中では肺がん、大腸がん、乳がんの医療費が高い
・加入者構成割合が50代、60代にシフトしていることで、がん患者
数が増えている
・乳がんにおいては他の種別に比べ患者数が多く、内訳として疑い
を除く患者数も多い
・乳がん検診での有所見者への医療機関受診勧奨事業の重要性が高
い

 ・がん検診での要精密検査者に対する受診勧奨を行い、早期受診に繋げる

No.11 ・被保険者、被扶養者ともに睡眠習慣は他健保に比べて好ましくな
い状況
・被保険者では男女ともに20年度以降に睡眠良好者割合が減少して
いる
・年々メンタル疾患の受療率が高くなっており、22年度では他健保
よりも高い
・他健保と比較すると男性被保険者の20代、40代の受療率が高い

 ・実態および課題を事業主と共有し、解決策の検討材料とする
・健康相談窓口を設置し、重症化を防ぐ

No.12 ・ジェネリック数量比率は目標の80を超えているが、他組合と比べ
低い状態である
・全て最安値の後発品に切り替えた場合、39百万円の薬剤費減少が
見込める

 ・全加入員への継続的な啓蒙活動の実施
・後発医薬品への切替余地があるターゲットへ重点的に切替を促す

No.13 ・患者数は新型コロナウイルスの影響で激減していたが、直近年度
では過去年度ほどではないが増加
・予防接種など発症および重症化予防に向けた取り組みの継続が必
要

 ・インフルエンザ予防接種申請の簡易化を図る

No.14 ・健康被害や有害事象が増加すると言われる6剤以上の処方者が存在
する  ・有害事象が疑われる加入者に対し、服薬の適正化を図るための介入を行う

基本的な考え方（任意）
我が国は、国民皆保険制度のもと世界最長の平均寿命や高い保険医療水準を達成してきた。しかし、急速な少子高齢化や国民の意識変化などにより大きな環境変化に直面し
ており、医療保険制度を持続可能なものにするために、その構造改革が急務となっている。
　このような状況に対応するために、高齢者の医療の確保の法律に基づいて、医療保険者は４０歳以上の被保険者及び被扶養者に対し、糖尿病等の生活習慣病に関する特定
健康診査及びその結果により健康の保持に努める必要があるものに対する特定保健指導を実施することとされた。
　本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項、特定健康診査及び特定保健指導の実施並びにその成果に係る目標に関する
基本的事項について定めるものである。
　なお、高齢者の医療の確保の法律関する法により、６年ごとに一期として特定健康診査等実施計画を定めることとする。
　当健康保険組合のの現状
　当組合は、医薬品の製造及び販売等を主たる業とする事業所が加入している健康保険組合である。
　令和５年度の事業所数は１２４社で、愛知県、岐阜県、三重県。静岡県、富山県にすべて本店所在地がある。
　ただし、支店等の出先は点在している。　被保険者の人員は、年度平均で10,391名、その内40歳から74歳は4,125名で全体の39.6％を占めている。また、被扶養者は7,368
名、その内40歳から74歳は2,345名で全体の31.8％を占めている。
　加入事業所は、被保険者数20名未満の事業所が47.8％を占めている。1事業所あたりの平均被保険者数は約82名である。
　平均年齢は、被保険者が44.2歳（男子の占有率は55.6％）で、被扶養者は24.3歳である。
　健康診断においては、健診委託機関（全国111機関）を主体に、また、これを補完する補助金制度により実施している。

特定健診・特定保健指導の事業計画　【第3期データヘルス計画書　STEP3から自動反映】

1 事業名 特定健診 対応する健康課題番号 No.1 , No.10


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：被扶養者

方法
【目的】生活習慣病の発症や重症化を予防するため、メタボリックシンド
ロームの概念を導入した健診を実施
【概要】高齢者の医療の確保に関する法律に定められた基本検査項目に、
女性は婦人科検査を付加して実施

体制 契約健診機関及び補助金体制により実施

事業目標
契約健診機関の拡大や健診受検率通知により受けやすい環境を整備するととも
に、パート先などで受けた健診結果の提供を求めるなど受検率向上に努める。
家族対策として、3年連続未受診者など個別に通知するなど周知を図る。
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
特定健診実施率 83.0 ％ 84.0 ％ 85.0 ％ 85.0 ％ 86.0 ％ 87.0 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
未受診者への受診勧奨率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
事業主と協力し、受診環境の整備および未受診者に対
する受診勧奨を徹底する。 医療機関へ受診が必要な
方へ受診勧奨通知を行い、受診状況の確認を行う 特
定健診内閲覧用ファイルを月次報告する。 乳がん、
子宮頸がん検診を無料で実施。

事業主と協力し、受診環境の整備および未受診者に対
する受診勧奨を徹底する。 医療機関へ受診が必要な
方へ受診勧奨通知を行い、受診状況の確認を行う 特
定健診内閲覧用ファイルを月次報告する。 乳がん、
子宮頸がん検診を無料で実施

事業主と協力し、受診環境の整備および未受診者に対
する受診勧奨を徹底する。 医療機関へ受診が必要な
方へ受診勧奨通知を行い、受診状況の確認を行う 特
定健診内閲覧用ファイルを月次報告する。 乳がん、
子宮頸がん検診を無料で実施

R9年度 R10年度 R11年度
事業主と協力し、受診環境の整備および未受診者に対
する受診勧奨を徹底する。 医療機関へ受診が必要な
方へ受診勧奨通知を行い、受診状況の確認を行う 特
定健診内閲覧用ファイルを月次報告する。 乳がん、
子宮頸がん検診を無料で実施

事業主と協力し、受診環境の整備および未受診者に対
する受診勧奨を徹底する。 医療機関へ受診が必要な
方へ受診勧奨通知を行い、受診状況の確認を行う 特
定健診内閲覧用ファイルを月次報告する。 乳がん、
子宮頸がん検診を無料で実施

事業主と協力し、受診環境の整備および未受診者に対
する受診勧奨を徹底する。 医療機関へ受診が必要な
方へ受診勧奨通知を行い、受診状況の確認を行う 特
定健診内閲覧用ファイルを月次報告する。 乳がん、
子宮頸がん検診を無料で実施
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2 事業名 特定保健指導 対応する健康課題番号 No.3


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：35〜74, 対象者分類：基準該当者
方法 契約の第1次健診機関にて直接特定保健指導を実施。

契約外などは特定保健指導機関にて実施
体制 委託健診機関並びに特定保健指導機関の保健師等を活用し、当組合の定め

たプログラムまたは国のプログラムにより保健指導を実施

事業目標
動機づけ支援対象者を重点的にＰＲ
５０代に対象者増加傾向のため、３０代からの若年者向けの特定保健指導を実
施し早期改善を図り、流入と流出の差を大きくする
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
特定保健指導対象者割合 15.0 ％ 14.8 ％ 14.5 ％ 14.0 ％ 13.5 ％ 13.2 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
実施率向上 29 ％ 30 ％ 31 ％ 32 ％ 33 ％ 34 ％

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
対象者に対し十分な実施機会を提供し、実施率の向上
を目指す。 保健指導の実施により、肥満を解消しす
る。 健診前の改善チャレンジによるサポート

対象者に対し十分な実施機会を提供し、実施率の向上
を目指す。 保健指導の実施により、肥満を解消しす
る。 動機づけ支援対象者を重点的に実施

対象者に対し十分な実施機会を提供し、実施率の向上
を目指す。 保健指導の実施により、肥満を解消しす
る。 積極的支援対象者で禁煙リスク者への対応を実
施

R9年度 R10年度 R11年度
対象者に対し十分な実施機会を提供し、実施率の向上
を目指す。 保健指導の実施により、肥満を解消しす
る。 健診前の改善チャレンジによるサポート

対象者に対し十分な実施機会を提供し、実施率の向上
を目指す。 保健指導の実施により、肥満を解消しす
る。 動機づけ支援対象者を重点的に実施

対象者に対し十分な実施機会を提供し、実施率の向上
を目指す。 保健指導の実施により、肥満を解消しす
る。 積極的支援対象者で禁煙リスク者への対応を実
施

3 事業名 健診未受検者通知 対応する健康課題番号 No.1


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：0〜74, 対象者分類：加入者全員
方法 被保険者並びに被扶養者（３０歳と３５歳以上）の未受検者を事業主に通

知
体制 委託業者にて一覧表を作成

事業目標
特定健診の実施率向上に向けて事業主様宛に通知する。
また、健康管理の一環から４０歳未満の方についても併せて通知する。
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
特定健診実施率 83 ％ 84 ％ 85 ％ 85 ％ 86 ％ 87 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
実施回数 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
被保険者並びに被扶養者（３０歳と３５歳以上）の未
受検者を事業主に通知し、受診率向上のため事業所よ
り被保険者または被保険者を通じて被扶養者へ受診勧
奨を行う。

被保険者並びに被扶養者（３０歳と３５歳以上）の未
受検者を事業主に通知し、受診率向上のため事業所よ
り被保険者または被保険者を通じて被扶養者へ受診勧
奨を行う。

被保険者並びに被扶養者（３０歳と３５歳以上）の未
受検者を事業主に通知し、受診率向上のため事業所よ
り被保険者または被保険者を通じて被扶養者へ受診勧
奨を行う。

R9年度 R10年度 R11年度
被保険者並びに被扶養者（３０歳と３５歳以上）の未
受検者を事業主に通知し、受診率向上のため事業所よ
り被保険者または被保険者を通じて被扶養者へ受診勧
奨を行う。

被保険者並びに被扶養者（３０歳と３５歳以上）の未
受検者を事業主に通知し、受診率向上のため事業所よ
り被保険者または被保険者を通じて被扶養者へ受診勧
奨を行う。

被保険者並びに被扶養者（３０歳と３５歳以上）の未
受検者を事業主に通知し、受診率向上のため事業所よ
り被保険者または被保険者を通じて被扶養者へ受診勧
奨を行う。
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4 事業名 基本健診 対応する健康課題番号 No.1 , No.10


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：0〜74, 対象者分類：加入者全員
方法 労働安全衛生法（定期健診）の法定検査項目に必要な検査項目を付加して

実施

体制
契約健診機関にて一部負担金により実施
契約外健診機関の場合は補助金制度を設置
また、精密検査対象者などは原則同一健診機関の実施により、再検査費用
を全額組合にて負担

事業目標
家族の受検率向上に努めるとともに追求検査（精密（再）検査・経過観察対象
者）の実施率向上につなげるように健診体制の強化を図る。
また、日ごろの健康管理の普及を図り、追求検査該当率を減少できるようにす
る。
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
がん検診精密検査受診率 5 ％ 8 ％ 10 ％ 13 ％ 15 ％ 18 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
健診実施率 83 ％ 84 ％ 85 ％ 85 ％ 86 ％ 87 ％

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
日常生活の中で異常の予兆をいち早く察知するため法
定検査項目に必要な検査項目を付加して実施。 若年
者の女性特有の疾患対策の一環として子宮頸がん検診
を無料で付加。 40歳未満の健診結果もデータ化し、
医療費適正化に活用。 がん検診結果に基づく精密検
査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実施。

日常生活の中で異常の予兆をいち早く察知するため法
定検査項目に必要な検査項目を付加して実施。 若年
者の女性特有の疾患対策の一環として子宮頸がん検診
を無料で付加。 40歳未満の健診結果もデータ化し、
医療費適正化に活用。 がん検診結果に基づく精密検
査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実施

日常生活の中で異常の予兆をいち早く察知するため法
定検査項目に必要な検査項目を付加して実施。 若年
者の女性特有の疾患対策の一環として子宮頸がん検診
を無料で付加。 40歳未満の健診結果もデータ化し、
医療費適正化に活用。 がん検診結果に基づく精密検
査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実施

R9年度 R10年度 R11年度
日常生活の中で異常の予兆をいち早く察知するため法
定検査項目に必要な検査項目を付加して実施。 若年
者の女性特有の疾患対策の一環として子宮頸がん検診
を無料で付加。 40歳未満の健診結果もデータ化し、
医療費適正化に活用。 がん検診結果に基づく精密検
査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実施

日常生活の中で異常の予兆をいち早く察知するため法
定検査項目に必要な検査項目を付加して実施。 若年
者の女性特有の疾患対策の一環として子宮頸がん検診
を無料で付加。 40歳未満の健診結果もデータ化し、
医療費適正化に活用。 がん検診結果に基づく精密検
査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実施

日常生活の中で異常の予兆をいち早く察知するため法
定検査項目に必要な検査項目を付加して実施。 若年
者の女性特有の疾患対策の一環として子宮頸がん検診
を無料で付加。 40歳未満の健診結果もデータ化し、
医療費適正化に活用。 がん検診結果に基づく精密検
査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実施

5 事業名 総合健診 対応する健康課題番号 No.1 , No.10


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：35〜74, 対象者分類：基準該当者
方法 基本健診の検査項目に成人病及びがん対策として必要な検査項目を付加し

て実施

体制
契約健診機関にて一部負担金により実施
契約外健診機関の場合は補助金制度を設置
また、精密検査対象者などは原則同一健診機関の実施により、再検査費用
を全額組合にて負担

事業目標
家族の受検率向上に努めるとともに追求検査（精密（再）検査・経過観察対象
者）の実施率向上につなげるように健診体制の強化を図る。
また、日ごろの健康管理の普及を図り、追求検査該当率を減少できるようにす
る。
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
がん検診精密検査受診率 5 ％ 8 ％ 10 ％ 13 ％ 15 ％ 18 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
健診実施率 83 ％ 84 ％ 85 ％ 85 ％ 86 ％ 87 ％

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
基本健診の検査項目に成人病及びがん対策として必要
な検査項目を付加して実施。 女性特有の疾患対策の
一環として乳がん、子宮頸がん検診のほか、全対象者
へ肺がん、胃がん、大腸がんも無料で付加。 5大がん
検診結果に基づく精密検査実施率向上のため、精密検
査費用の補助を実施。

基本健診の検査項目に成人病及びがん対策として必要
な検査項目を付加して実施。 女性特有の疾患対策の
一環として乳がん、子宮頸がん検診のほか、全対象者
へ肺がん、胃がん、大腸がんも無料で付加。 5大がん
検診結果に基づく精密検査実施率向上のため、精密検
査費用の補助を実施。

基本健診の検査項目に成人病及びがん対策として必要
な検査項目を付加して実施。 女性特有の疾患対策の
一環として乳がん、子宮頸がん検診のほか、全対象者
へ肺がん、胃がん、大腸がんも無料で付加。 5大がん
検診結果に基づく精密検査実施率向上のため、精密検
査費用の補助を実施。

R9年度 R10年度 R11年度
基本健診の検査項目に成人病及びがん対策として必要
な検査項目を付加して実施。 女性特有の疾患対策の
一環として乳がん、子宮頸がん検診のほか、全対象者
へ肺がん、胃がん、大腸がんも無料で付加。 5大がん
検診結果に基づく精密検査実施率向上のため、精密検
査費用の補助を実施。

基本健診の検査項目に成人病及びがん対策として必要
な検査項目を付加して実施。 女性特有の疾患対策の
一環として乳がん、子宮頸がん検診のほか、全対象者
へ肺がん、胃がん、大腸がんも無料で付加。 5大がん
検診結果に基づく精密検査実施率向上のため、精密検
査費用の補助を実施。

基本健診の検査項目に成人病及びがん対策として必要
な検査項目を付加して実施。 女性特有の疾患対策の
一環として乳がん、子宮頸がん検診のほか、全対象者
へ肺がん、胃がん、大腸がんも無料で付加。 5大がん
検診結果に基づく精密検査実施率向上のため、精密検
査費用の補助を実施。
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6 事業名 人間ドック 対応する健康課題番号 No.1 , No.10


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：35〜74, 対象者分類：基準該当者
方法 健康保険組合連合会の定めた検査項目をクリアーした内容で実施

体制
契約健診機関にて一部負担金により実施
契約外健診機関の場合は補助金制度を設置
また、精密検査対象者などは原則同一健診機関の実施により、再検査費用
を全額組合にて負担

事業目標
家族の受検率向上に努めるとともに追求検査（精密（再）検査・経過観察対象
者）の実施率向上につなげるように健診体制の強化を図る。
また、日ごろの健康管理の普及を図り、追求検査該当率を減少できるようにす
る。
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
がん検診精密検査受診率 5 ％ 8 ％ 10 ％ 13 ％ 15 ％ 18 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
健診実施率 83 ％ 84 ％ 85 ％ 85 ％ 86 ％ 86 ％

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
健康保険組合連合会の定めた検査項目を網羅した内容
にて実施。 女性特有の疾患対策の一環として乳がん
、子宮頸がん検診のほか、全対象者へ肺がん、胃がん
、大腸がんも無料で付加。 5大がん検診結果に基づく
精密検査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実
施。

健康保険組合連合会の定めた検査項目を網羅した内容
にて実施。 女性特有の疾患対策の一環として乳がん
、子宮頸がん検診のほか、全対象者へ肺がん、胃がん
、大腸がんも無料で付加。 5大がん検診結果に基づく
精密検査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実
施。

健康保険組合連合会の定めた検査項目を網羅した内容
にて実施。 女性特有の疾患対策の一環として乳がん
、子宮頸がん検診のほか、全対象者へ肺がん、胃がん
、大腸がんも無料で付加。 5大がん検診結果に基づく
精密検査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実
施。

R9年度 R10年度 R11年度
健康保険組合連合会の定めた検査項目を網羅した内容
にて実施。 女性特有の疾患対策の一環として乳がん
、子宮頸がん検診のほか、全対象者へ肺がん、胃がん
、大腸がんも無料で付加。 5大がん検診結果に基づく
精密検査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実
施。

健康保険組合連合会の定めた検査項目を網羅した内容
にて実施。 女性特有の疾患対策の一環として乳がん
、子宮頸がん検診のほか、全対象者へ肺がん、胃がん
、大腸がんも無料で付加。 5大がん検診結果に基づく
精密検査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実
施。

健康保険組合連合会の定めた検査項目を網羅した内容
にて実施。 女性特有の疾患対策の一環として乳がん
、子宮頸がん検診のほか、全対象者へ肺がん、胃がん
、大腸がんも無料で付加。 5大がん検診結果に基づく
精密検査実施率向上のため、精密検査費用の補助を実
施。

7 事業名 健康管理ファイル 対応する健康課題番号 No.2


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：0〜74, 対象者分類：加入者全員
方法 特定健診・特定保健指導の情報提供資料として、健康診断への理解また、

日常生活における健康の保持・増進をはかるため配布
体制 新規加入の方へ当組合より事業所経由にて配布

事業目標
健康管理ファイルを活用いただき、自身の健診結果や医療情報を収集し将来に
わたった健康管理を行えるようにする。
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
飲酒良好者割合 89 ％ 89 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
更新回数 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
特定健診の情報提供資料として、組合独自の健康管理
ファイルを作成し配布。 生活習慣向上（改善）のた
めに、運動、食生活、睡眠、飲酒、禁煙、こころの健
康づくりに関連した情報を提供。 歩数表やカロリー
計算表など自身で管理できるツールも提供。

生活習慣向上（改善）のために、運動、食生活、睡眠
、飲酒、禁煙、こころの健康づくりに関連した情報を
提供。 歩数表やカロリー計算表など自身で管理でき
るツールも提供。

生活習慣向上（改善）のために、運動、食生活、睡眠
、飲酒、禁煙、こころの健康づくりに関連した情報を
提供。 歩数表やカロリー計算表など自身で管理でき
るツールも提供。

R9年度 R10年度 R11年度
生活習慣向上（改善）のために、運動、食生活、睡眠
、飲酒、禁煙、こころの健康づくりに関連した情報を
提供。 歩数表やカロリー計算表など自身で管理でき
るツールも提供。

生活習慣向上（改善）のために、運動、食生活、睡眠
、飲酒、禁煙、こころの健康づくりに関連した情報を
提供。 歩数表やカロリー計算表など自身で管理でき
るツールも提供。

生活習慣向上（改善）のために、運動、食生活、睡眠
、飲酒、禁煙、こころの健康づくりに関連した情報を
提供。 歩数表やカロリー計算表など自身で管理でき
るツールも提供。
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達成しようとする目標∕特定健康診査等の対象者数
令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

特
定
健
康
診
査
実
施
率

計
画
値
※1

全体 5,531 ∕ 6,470 ＝
85.5 ％

5,553 ∕ 6,480 ＝
85.7 ％

5,567 ∕ 6,490 ＝
85.8 ％

5,579 ∕ 6,500 ＝
85.8 ％

5,590 ∕ 6,510 ＝
85.9 ％

5,603 ∕ 6,520 ＝
85.9 ％

被保険者 3,960 ∕ 4,125 ＝
96.0 ％

3,970 ∕ 4,135 ＝
96.0 ％

3,979 ∕ 4,145 ＝
96.0 ％

3,989 ∕ 4,155 ＝
96.0 ％

3,998 ∕ 4,165 ＝
96.0 ％

4,008 ∕ 4,175 ＝
96.0 ％

被扶養者 ※3 1,571 ∕ 2,345 ＝
67.0 ％

1,583 ∕ 2,345 ＝
67.5 ％

1,588 ∕ 2,345 ＝
67.7 ％

1,590 ∕ 2,345 ＝
67.8 ％

1,592 ∕ 2,345 ＝
67.9 ％

1,595 ∕ 2,345 ＝
68.0 ％

実
績
値
※1

全体 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
被保険者 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
被扶養者 ※3 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

特
定
保
健
指
導
実
施
率

計
画
値
※2

全体 259 ∕ 846 ＝ 30.6 ％ 260 ∕ 839 ＝ 31.0 ％ 261 ∕ 829 ＝ 31.5 ％ 262 ∕ 820 ＝ 32.0 ％ 263 ∕ 811 ＝ 32.4 ％ 264 ∕ 801 ＝ 33.0 ％
動機付け支援 145 ∕ 382 ＝ 38.0 ％ 145 ∕ 378 ＝ 38.4 ％ 144 ∕ 373 ＝ 38.6 ％ 143 ∕ 368 ＝ 38.9 ％ 143 ∕ 364 ＝ 39.3 ％ 143 ∕ 358 ＝ 39.9 ％
積極的支援 114 ∕ 464 ＝ 24.6 ％ 115 ∕ 461 ＝ 24.9 ％ 117 ∕ 456 ＝ 25.7 ％ 119 ∕ 452 ＝ 26.3 ％ 120 ∕ 447 ＝ 26.8 ％ 121 ∕ 443 ＝ 27.3 ％

実
績
値
※2

全体 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
動機付け支援 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
積極的支援 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

※１）特定健康診査の（実施者数）∕（対象者数）
※２）特定保健指導の（実施者数）∕（対象者数）
※３）特定健診の対象となる被扶養者数には、強制被扶養者、任意継続被扶養者、特例退職被扶養者、任意継続被保険者、特例退職被保険者を含めてください。
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目標に対する考え方（任意）
-

特定健康診査等の実施方法
-
※特定健診・特定保健指導の事業計画の欄に、第3期データヘルス計画書STEP3 から自動反映されている場合は任意

個人情報の保護
当組合は、名古屋薬業健康保険組合個人情報保護管理規程を遵守する。
　当組合及び委託された、健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に漏らしてはならない。
　当組合のデータ管理者は常務理事とする。また、データの利用者は当組合の総務課職員に限る。
　外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者などを契約書に明記することとする。

特定健康診査等実施計画の公表・周知
本計画書は、ホームページ等で公表する。

その他（特定健康診査等実施計画の評価及び見直しの内容等）
当組合に所属する総務課職員等については、特定健康診査及び特定保健指導等の実践育成のための研修会に随時参加させる。
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